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はじめに 

 

 瑞穂町では、令和３年３月に第５次瑞穂町長期総合計画を策定し、“緊急輸送

道路における無電柱化の推進”に取り組むこととし、令和３年度から町道３号線

の無電柱化の設計に着手しました。さらに、令和５年３月には瑞穂町道路整備方

針を策定し、重点化すべき事項として“防災対策と連携した道路整備”を位置付

け、緊急輸送道路における無電柱化を推進しています。 

近年では、令和６年１月に能登半島地震が発生したほか、同年８月には、日向

灘の地震に伴う、南海トラフ地震臨時情報が発令されました。関東でも首都直下

地震など、巨大地震のリスクは年々高まりつつあります。 

こうした大災害の時に、住民の皆様の救援活動の要となる道路が緊急輸送道

路であり、倒壊した電柱が避難や救助活動の妨げとなることは避けなければな

りません。 

 多摩都市モノレールの箱根ケ崎方面への延伸をはじめ、福生都市計画道路 3・

5・23 号線の建設など、まちづくりが大きな節目を迎える中、激甚化・頻発化す

る台風や地震等の自然災害に的確に対応し、住民の皆様の安全で快適な生活を

守るため、この度、瑞穂町無電柱化推進計画を策定しました。本計画は、平成 28

年度に施行された「無電柱化の推進に関する法律」に基づき、瑞穂町における無

電柱化の推進に関する施策の総合的、計画的かつ迅速な推進を図るため定める

ものです。 

 今後も、本計画に基づき、国や東京都の補助金や技術的な支援を活用しながら、

着実に無電柱化事業を推進してまいります。さらに、瑞穂町地域防災計画や瑞穂

町耐震改修促進計画など、関連する他計画との整合と連携を図り、安全で快適な

まちづくりをより一層推進してまいります。 
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１－１ 道路上の電柱・電線に係るあらまし  
 
 道路上の電柱・電線に関する歴史は古く、明治初期まで遡ります。明治２（1868）年、

横浜灯明台役所－裁判所間で官用電信線が架設され、初めての電柱が設置されました。

その後、明治初期から中期にかけて、東京－横浜間で電信や電話が開通したことや、本国

初めての電気事業者が開業したことなどを通して、電柱と電線が徐々に普及していきま

した。当初、電柱と電線が景観を損なう要因となることなどの理由で、一部の市街地で地

中配電線が採用されました。 

 しかし、地中配電線は架空配線（電柱と電線）と比較して高額かつ整備に長期間を要す

るという特徴があります。こうした特徴のため、大正から昭和初期にかけて、不景気や戦

時体制などにより高額な地中配電線の普及は進みませんでした。また、終戦を迎え、昭和

20（1945）年以降は、戦争による大きな被害からの復旧のため、いかに早く安く電気通

信網を整備するかが至上命令とされ、架空配線の普及が進みました。さらに、高度経済成

長期においては、東京において市街地が急速に拡大したことから、整備期間が短く、安価

な整備方式である架空配線による整備が進みました。こうした背景を経て、これまでに

全国の道路と民地をあわせて約 3,600 万本もの電柱が建てられ、現在も年々増加して

います。 
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無電柱化の意義と目的 1 

図 1.1 全国の電柱本数の推移 

出典：国土交通省ホームページ 
（https://www.mlit.go.jp/road/road/traffic/chicyuka/chi_13_03.html） 

https://www.mlit.go.jp/road/road/traffic/chicyuka/chi_13_03.html


 

-2- 

出典：国土交通省ホームページ（https://www.mlit.go.jp/road/ir/ir-council/chicyuka/pdf04/08.pdf） 

https://www.mlit.go.jp/road/ir/ir-council/chicyuka/pdf04/08.pdf


 
１－２ 無電柱化の意義  
 

一方、道路上に多くの電柱が建てられたことで、様々な問題が起こっています。 

１点目は防災上の問題です。日本は台風や地震などの自然災害が頻発する風土であり、

道路上の電柱が倒れる事例が少なくありません。電柱が倒れて道路を閉塞してしまうと、

円滑な避難の妨げになるほか、緊急車両の通行などの救助活動の支障となります。 

２点目は電柱の設置に伴って歩行空間が狭くなり、歩行空間の安全性や快適性が損な

われるという問題です。歩行空間は歩行者だけではなく、車いすやベビーカーなどが安

全に通行できるような空間を確保する必要があります。しかし、電柱の設置に伴い、電柱

を避けるために歩行者が車道に出なければならなかったり、車いすやベビーカーの通行

に支障をきたしたりするなどの状況が発生しています。 

３点目は、景観が悪化するという問題です。電柱と電線の普及が始まった明治初期か

ら 150 年以上が経過し、電柱や電線がある風景が当たり前となりつつありますが、日本

の伝統的な景観や地域のランドマークを望む景観などが電柱や電線により悪化している

状況が散見されます。 

このような問題への対応として、道路上から電柱や電線を取り除く“無電柱化”に

取り組んでいく必要があります。 
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写真 1.1 災害時の救援活動を妨げる電柱 

写真 1.2 通行を妨げる電柱 写真 1.3 景観を台無しにする電柱 
出典：国土交通省ホームページ（https://www.mlit.go.jp/road/road/traffic/chicyuka/pdf/26-01.pdf） 

            （https://www.mlit.go.jp/road/road/traffic/chicyuka/index.html） 

 

https://www.mlit.go.jp/road/road/traffic/chicyuka/pdf/26-01.pdf
https://www.mlit.go.jp/road/road/traffic/chicyuka/index.html


 
１－３ 無電柱化の目的  
 

   このような状況を踏まえて、国や東京都では、「都市防災機能の強化」「安全で快適な

歩行空間の確保」「良好な都市景観の創出」を目的に、無電柱化を推進してきました。今

後、瑞穂町においても、国や東京都などの関係事業者と連携し、無電柱化を推進してい

きます。 
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都市防災機能の強化 

安全で快適な歩行空間の確保 

良好な都市景観の創出 

・災害時に電柱の倒壊による道路閉塞を防止 
・電線類の被災を軽減し、電気や電話などの

ライフラインの安定供給を確保 

・歩道内の電柱をなくし、歩行者、 
ベビーカーや車いす等が移動しやすい 
歩行空間を確保 

・視線をさえぎる電柱や電線をなくし、 
都市景観の向上を図る 

図 1.2 無電柱化の３つの目的 



 
 
２－１ 計画策定の背景  
 

我が国では、昭和 60 年代初頭から、電線類を地中へ埋設するなど無電柱化に取り組

んできました。国においては昭和 61 年に電線類地中化計画（第１期）を策定したほか、

東京都も同年に第一期電線類地中化計画を策定しています。以降、各計画の更新や改訂

を繰り返して、今日まで無電柱化について計画的に取り組み、一定の整備が図られてき

ました。 

平成 28 年には、「無電柱化の推進に関する法律」（平成 28 年 12 月 16 日法律第 112

号）（以下、「無電柱化法」という。）が施行されました。無電柱化法では、国は無電柱化

推進計画を定めなければならないとされ、都道府県や市町村についても無電柱化推進計

画を定めるよう努めることとされました。これを受けて、国においては、平成３０年４月

に初の法定計画となる「無電柱化推進計画」が策定され、無電柱化施策の基本方針や目標

が示されました。 

また、東京都では平成 29 年に、「東京都無電柱化推進条例」が施行され、平成 30 年

３月には、条例に基づく「東京都無電柱化計画」が策定されました。 

瑞穂町では、令和３年３月に第５次長期総合計画を策定し、“緊急輸送道路における無

電柱化の推進”を位置付けており、令和３年度から町道３号線の無電柱化事業（令和３年

度から令和 13 年度予定）に着手しました。 

これらを踏まえ、瑞穂町においても無電柱化法第８条第２項に基づき、「瑞穂町無電柱

化推進計画」（以下、「本計画」という。）を令和７年３月に策定しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

無電柱化推進計画の趣旨 2 
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２－２ 計画の目的と位置付け  
 

本計画は、無電柱化法に基づく、瑞穂町における無電柱化の推進に関する施策につい

ての計画です。上位計画である国の「無電柱化推進計画」や東京都の「東京都無電柱化推

進条例」のほか、町の「第５次瑞穂町長期総合計画」に則すとともに、関連する法令や条

例等を踏まえ、無電柱化の推進に関する施策の総合的、計画的かつ迅速な推進を図るた

め定めるものです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
２－３ 計画の期間  
 

本計画の計画期間は、令和７年度から令和 13 年度までとします。 

また、無電柱化に関する国や東京都の動向、社会情勢の変化等にあわせて、適宜見直

しを行います。 
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瑞穂町 

・無電柱化法 

・無電柱化推進計画 

国 

瑞穂町無電柱化推進計画 

 

 

・無電柱化推進条例 

・無電柱化計画 

東京都 

第５次瑞穂町長期総合計画 

他計画 

 

図 2.1 計画の位置づけ 

瑞穂町都市計画マスタープラン 

瑞穂町道路整備方針  

整合 

 
 



 
 
３－１ 無電柱化の手法  
 

道路上から電柱や電線を取り除く無電柱化には、様々な手法があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

無電柱化の手法は、電線類の地中化（地中化：地中に埋設すること）による手法と地中

化以外による手法に大別されます。 

さらに、地中化による無電柱化手法は、電線共同溝方式とそれ以外の方式に分けられ

ます。電線共同溝は、電線共同溝の整備等に関する特別措置法（平成７年法律第 39 号）

に基づき整備される事業で、現在では無電柱化の方式の中で主流となっています。 

一方で、電線共同溝は歩道幅員が狭い道路や歩道が全くない道路では整備が難しいこ

とも多く、そのような場合は地中化以外による無電柱化方式も含めて柔軟に検討してい

く必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

※自治体管路方式、単独地中化方式等 
  キャブシステム、要請者負担方式 

電線共同溝方式 

電線共同溝方式以外 

裏配線 

軒下配線 

地中化による無電柱化 

地中化以外による無電柱化 

無電柱化 
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無電柱化の手法と課題 3 

図 3.2 無電柱化の方式別整備延長 
出典：国土交通省ホームページ（https://www.mlit.go.jp/road/ir/ir-council/chicyuka/pdf04/09.pdf） 

図 3.1 無電柱化手法の分類 

https://www.mlit.go.jp/road/ir/ir-council/chicyuka/pdf04/09.pdf


 
３－２ 無電柱化の各手法における課題  
 
 無電柱化の各手法には、それぞれ強みと課題があります。 

電線共同溝方式の場合、管路方式であり災害に強いという強みがある一方、多額の事

業費を要すること、事業期間が長いことなどの課題があります。また、歩道が狭い或いは

歩道がない道路では整備が難しいという課題があります。 

裏配線の場合、地中化による無電柱化方式と比較して安価という強みがある一方、裏

配線により地区全体としては電柱が増える可能性が高いことや、裏通りに電柱を建てる

ため裏通りが犠牲になるという課題があります。 

軒下配線の場合、地中化による無電柱化方式と比較して安価という強みがある一方、

沿道家屋の所有者の合意形成や沿道家屋の建替えに支障が出ること、建物の強度等に確

認が必要なことなどの課題があります。 

無電柱化を実施する際は、このような各手法に関する特徴を踏まえて、路線毎の状況

に即した最適な手法を適用する必要があります。 

 

  

図 3.3 電線共同溝のイメージ 
出典：東京都建設局ホームページ（https://www.kensetsu.metro.tokyo.lg.jp/documents/d/kensetsu/000052902） 
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図 3.4 電線共同溝の構造と費用負担 
出典：国土交通省ホームページ 

（https://www.mlit.go.jp/road/road/

traffic/chicyuka/chi_19.html） 

https://www.kensetsu.metro.tokyo.lg.jp/documents/d/kensetsu/000052902
https://www.mlit.go.jp/road/road/


  

図 3.5 裏配線のイメージ図 
出典：国土交通省ホームページ（https://www.mlit.go.jp/road/road/traffic/chicyuka/chi_14.html） 

図 3.6 軒下配線のイメージ図 
出典：国土交通省ホームページ（https://www.mlit.go.jp/road/road/traffic/chicyuka/chi_14.html） 
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https://www.mlit.go.jp/road/road/traffic/chicyuka/chi_14.html
https://www.mlit.go.jp/road/road/traffic/chicyuka/chi_14.html
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電線共同溝方式には、地震や台風などの自然災害に強いという長所があります。 

一方で、電線共同溝の整備には課題があります。 

整備に多額の費用を要する 

国土交通省の試算（平成 26 年度）では、電線共同溝１km の整備に 

約 5.3 億円の事業費が必要となります。 

整備に長い期間を要する 

400ｍの整備に、設計を含めて約７年の事業期間が必要となります。 

地上機器の設置場所の確保 

地上機器の設置には、場所の確保や沿道の方との調整が必要となります。 

そのため、歩道が狭い・歩道がない道路では設置が困難になります。 

出典：東京都建設局ホームページ（https://www.kensetsu.metro.tokyo.lg.jp/documents/d/kensetsu/2025-02-13-113028-223） 

-10- 

課題１ 

課題２ 

課題３ 

図 電線共同溝の整備の流れ 
 

これらの課題に対応するため、 

国や東京都では関係事業者等と協力して様々な検討を行っています。 
 
技術開発・コスト縮減の促進 

東京都は平成 28 年度

にコスト縮減に向けた技

術検討会を設置し、電線管

理者や通信企業者等の関

係事業者と連携して多様

な整備手法・低コスト手法

の開発に向け技術検討を

実施しています。検討結果

は、適宜、技術基準書に反

映させています。 

 

 

 

 

事業のスピードアップ 

国では、各工事の同時施工や事業調整の円滑化により事業期間を短縮す

るため、包括発注等を推進しています。国は、引き続きモデル事業を実施

し、その成果を分析・評価した上で、包括発注等を円滑に進めるため手引

きやマニュアルを作成し、普及拡大に取り組んでいきます。 

 

地上機器や特殊部のコンパクト化 

東京都は、電線管理者に対し

て、地上機器のコンパクト化等

の技術開発に加えて、地域の状

況に応じた地上機器の形状や

設置のための用地確保の仕組

み構築を検討するよう促して

います。 
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出典：東京都建設局ホームページ 

（https://www.kensetsu.metro.tokyo.lg.jp

/documents/d/kensetsu/000052901） 

取組１ 

取組２ 

取組３ 

瑞穂町では、国や東京都の最新の動向を注視しながら、 

コスト縮減と事業のスピードアップを意識して、 

無電柱化を推進していきます。 

出典：東京都建設局ホームページ 

（https://www.kensetsu.metro.toky

o.lg.jp/documents/d/kensetsu/00

0052901） 

https://www.kensetsu.metro.tokyo.lg.jp/documents/d/kensetsu/2025-02-13-113028-223
https://www.kensetsu.metro.tokyo.lg.jp
https://www.kensetsu.metro.toky


 
 
４－１ 無電柱化推進に関する基本方針  
 

これまで無電柱化は、「都市防災機能の強化」「安全で快適な歩行空間の確保」「良好な

都市景観の創出」の観点から推進されてきましたが、近年、災害の激甚化・頻発化によ

り、特に「都市防災機能の強化」の重要性が改めて認識されています。 

特に近年は、台風の大型化や集中豪雨等が頻発し、倒木や飛来物起因の電柱倒壊が多

発しています。また、令和６年１月１日には能登半島地震、令和６年８月 8 日の日向灘

を震源とする地震など、地震活動が活発になっています。南海トラフ地震については、マ

グニチュード 8～9 クラスの地震の 30 年以内の発生確率が 70～80％、東京では、今後

30 年以内に首都直下型地震が発生する確率が 70％とされています（2020 年 1 月 24

日時点。国土交通白書 2020 より）。 

今後想定される巨大地震の際に、電柱が倒壊して迅速な被害の妨げになることは避け

なければなりません。そこで、瑞穂町では、無電柱化の３つの目的のうち、都市防災
機能の強化に寄与する道路の無電柱化を推進することとします。 

 
 
４－２ 無電柱化計画路線の選定の考え方  
 

本計画では、都市防災機能の強化に寄与する道路として、以下の町道を選定します。 

☑緊急輸送道路に位置付けられている町道 

☑役場や消防署などの防災上重要な拠点と第一次緊急輸送道路等の幹線道路を接続

する町道 

☑国道・都道の無電柱化と連携する町道 
☑消防署や災害拠点病院、区市町村庁舎の前面等の町道 
☑その他の防災上重要な町道  

無電柱化を推進する路線 4 
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４－３ 無電柱化計画路線  

 

 町道３号線 

  

 ・第二次緊急輸送道路 

 ・役場、消防署と第一次緊急輸送道路（新青梅街道）を接続する路線 

  

 ・電線共同溝方式 

 

 町道 302 号線 

  

 ・第二次緊急輸送道路 

 ・消防署と町道３号線を接続する路線 

  

 ・電線共同溝方式 

 

 町道 304、307 号線 

  

 ・第三次緊急輸送道路 

  

 ・未定（※財源の確保を含めて、今後事業手法を検討します） 

 

 福生都市計画道路 3・5・23 号線 

  

 ・沿道に石畑防災広場（一時避難場所）があり、 

第一次緊急輸送道路（新青梅街道）と接続する路線 

  

 ・未定（※今後、新設道路の建設と併せて整備を行うよう検討します） 

  

 町道 302 号線 

  

 ・消防署と第一次緊急輸送道路（都道 166 号線）を接続する路線 

・箱根ケ崎陸橋（仮称）が完成すると東西方向の交通ネットワークの強化に 

寄与する路線であり、防災上重要 

 

・未定（※財源の確保を含めて、今後事業手法を検討します） 
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選定理由 

事業手法 

１ 

選定理由 

事業手法 

２ 

選定理由 

事業手法 

３ 

選定理由 

事業手法 

４ 

選定理由 

事業手法 

５ 

瑞穂町 無電柱化計画路線図 
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全体図 

拡大図 

町役場 

消防署 

 

町道 302 号線 

町道 3 号線 １ 

町道 302 号線 

福生都市計画道路 3・5・23 号線 4 

町道 304，307 号線 

5 

3 

2 

凡例 
：第一次緊急輸送道路 

：第二次緊急輸送道路 

：無電柱化計画路線 

石畑防災広場 



 
 
５－１ 国や都の支援制度の活用  
 

無電柱化には多額の費用がかかることから、国では自治体に対し、無電柱化推進計画

事業補助制度（個別補助制度）や社会資本整備総合交付金による財政支援を行っていま

す。また、東京都では、区市町村が実施する無電柱化事業に対する財政支援（通常補助、

防災に寄与する路線、チャレンジ支援事業）を行うとともに、東京都電線共同溝整備マニ

ュアルの整備や実物大モデルを活用した技術研修会を開催するなど技術支援を行ってい

ます。 

町では、こうした国や都の補助制度を活用することで財源確保を図るとともに、技術

支援を活用することで、事業を推進していきます。 

 
 
５－２ 企業者調整会議の開催  
 

無電柱化の実施に際しては、企業者調整会議を開催し、上下水道管やガス管などの埋

設企業者や電線管理者との情報共有や工事調整等を行い、支障移設工事や電線・電柱の

撤去を含めた工事全体の最適化など、期間短縮を図ります。 

 
 
５－３ 推進体制の強化  
 

無電柱化の拡大と加速化に向け、状況に応じて、電線管理者が所有する埋設管路など

の“既存ストック”を活用する場合の事業委託や、事業量の増加に対応するため電線共同

溝の整備実績を有する団体への事業委託を検討します。また、事業のスピードアップと

事業期間の短縮を目的に、設計、支障移転、本体工事、引込管工事、事業調整の包括発注

等の仕組みについて、国や東京都の動向を踏まえ検討します。 

また、下水道等の町関係所管課や各種事業者との連携を図るとともに、調査・設計や

工事にあたっては、東京都が開催する無電柱化推進連絡会議へ参加して最新の動向を把

握するなど、執行体制の強化や効率化を図っていきます。 

 
 
５－４ 電柱を増やさない取組み  
 

地震等の災害時に、道路上に設置された電柱が倒壊して、緊急車両等の通行や地域住

民等の避難に支障をきたすようなことはできる限り避けなければなりません。このため、

道路法第３７条第１項の規定に基づき、緊急輸送道路について、新設電柱の占用を制限

します。また、今後、緊急輸送道路と各防災上の重要拠点を結ぶ道路についても新設電柱

の占用の制限を検討します。 
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無電柱化を推進する施策 5 



 
５－５ 無電柱化事業への理解と関心の向上  
 

無電柱化を推進していくためには、町民の皆様のご理解とご協力が必要不可欠です。

町民の皆様に無電柱化事業への関心を深めていただくため、広報や啓発活動の充実を図

り、無電柱化の意義や効果をＰＲしていきます。 

事業着手にあたっては、沿道の方々への事業に関するチラシ配布や、現地での工事広

報看板の設置などを行い、事業内容を広く周知していきます。また、工事中においては、

各種問い合わせへの対応なども丁寧に実施していきます。 
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平成 28 年 12 月に成立した「無電柱化の推進に関する法律」において、国民の間

に広く無電柱化の重要性についての理解と関心を深めるようにするため、11 月 10

日を無電柱化の日と位置付けています。11 月 10 日は、「1」を並ぶ電柱に見立て、

それを「０」にするという意味に由来しています。 

また、同法律では、国及び地方公共団体は、その趣旨にふさわしい行事が実施され

るよう努めることとされており、国や東京都では無電柱化の日にあわせて広報イベン

トを行っています。 

  

～コラム～ 
11 月 10 日は「無電柱化

む で ん ち ゅ う か

の日
ひ

」 

出典：東京都建設局ホームページ（https://www.kensetsu.metro.tokyo.lg.jp/road/kanri/chichuka） 

https://www.kensetsu.metro.tokyo.lg.jp/road/kanri/chichuka
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無電柱化の推進に関する法律（平成二十八年法律第百十二号） 
目次 
第一章 総則（第一条―第六条） 
第二章 無電柱化推進計画等（第七条・第八条） 
第三章 無電柱化の推進に関する施策（第九条―第十五条） 
附則 
第一章 総則 
（目的） 
第一条 この法律は、災害の防止、安全かつ円滑な交通の確保、良好な景観の形成等を図るため、無電柱化
（電線を地下に埋設することその他の方法により、電柱（鉄道及び軌道の電柱を除く。以下同じ。）又は電
線（電柱によって支持されるものに限る。第十三条を除き、以下同じ。）の道路上における設置を抑制し、及
び道路上の電柱又は電線を撤去することをいう。以下同じ。）の推進に関し、基本理念を定め、国及び地方
公共団体の責務等を明らかにし、並びに無電柱化の推進に関する計画の策定その他の必要な事項を定めるこ
とにより、無電柱化の推進に関する施策を総合的、計画的かつ迅速に推進し、もって公共の福祉の確保並び
に国民生活の向上及び国民経済の健全な発展に資することを目的とする。 
（基本理念） 
第二条 無電柱化の推進は、無電柱化の重要性に関する国民の理解と関心を深めつつ、行われるものとする。 
２ 無電柱化の推進は、国、地方公共団体及び第五条に規定する関係事業者の適切な役割分担の下に行われ
なければならない。 
３ 無電柱化の推進は、地域住民の意向を踏まえつつ、地域住民が誇りと愛着を持つことのできる地域社会
の形成に資するよう行われなければならない。 
（国の責務） 
第三条 国は、前条の基本理念にのっとり、無電柱化の推進に関する施策を総合的、計画的かつ迅速に策定
し、及び実施する責務を有する。 
（地方公共団体の責務） 
第四条 地方公共団体は、第二条の基本理念にのっとり、無電柱化の推進に関し、国との適切な役割分担を
踏まえて、その地方公共団体の地域の状況に応じた施策を総合的、計画的かつ迅速に策定し、及び実施する
責務を有する。 
（関係事業者の責務） 
第五条 道路上の電柱又は電線の設置及び管理を行う事業者（以下「関係事業者」という。）は、第二条の基
本理念にのっとり、電柱又は電線の道路上における設置の抑制及び道路上の電柱又は電線の撤去を行い、並
びに国及び地方公共団体と連携して無電柱化の推進に資する技術の開発を行う責務を有する。 
（国民の努力） 
第六条 国民は、無電柱化の重要性に関する理解と関心を深めるとともに、国又は地方公共団体が実施する
無電柱化の推進に関する施策に協力するよう努めなければならない。 
第二章 無電柱化推進計画等 
（無電柱化推進計画） 
第七条 国土交通大臣は、無電柱化の推進に関する施策の総合的、計画的かつ迅速な推進を図るため、無電
柱化の推進に関する計画（以下「無電柱化推進計画」という。）を定めなければならない。 
２ 無電柱化推進計画は、次に掲げる事項について定めるものとする。 
一 無電柱化の推進に関する基本的な方針 
二 無電柱化推進計画の期間 
三 無電柱化の推進に関する目標 
四 無電柱化の推進に関し総合的かつ計画的に講ずべき施策 
五 前各号に掲げるもののほか、無電柱化の推進に関する施策を総合的、計画的かつ迅速に推進するために
必要な事項 
３ 国土交通大臣は、情勢の推移により必要が生じたときは、無電柱化推進計画を変更するものとする。 
４ 国土交通大臣は、無電柱化推進計画を定め、又は変更しようとするときは、総務大臣、経済産業大臣そ
の他の関係行政機関の長に協議するとともに、電気事業法（昭和三十九年法律第百七十号）第二条第一項第
九号に規定する一般送配電事業者、同項第十一号の三に規定する配電事業者及び同項第十三号に規定する特
定送配電事業者（次条第三項において「関係電気事業者」という。）並びに電気通信事業法（昭和五十九年法
律第八十六号）第百二十条第一項に規定する認定電気通信事業者（次条第三項において「関係電気通信事業
者」という。）（道路上の電柱又は電線を設置し及び管理して同法第百二十条第一項に規定する認定電気通信
事業に係る電気通信役務を提供するものに限る。）の意見を聴かなければならない。 
５ 国土交通大臣は、無電柱化推進計画を定め、又は変更したときは、遅滞なく、これを公表しなければな
らない。 
（都道府県無電柱化推進計画等） 
第八条 都道府県は、無電柱化推進計画を基本として、その都道府県の区域における無電柱化の推進に関す
る施策についての計画（以下この条において「都道府県無電柱化推進計画」という。）を定めるよう努めな
ければならない。 

関 連 法 令 
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２ 市町村（特別区を含む。以下この条において同じ。）は、無電柱化推進計画（都道府県無電柱化推進計画
が定められているときは、無電柱化推進計画及び都道府県無電柱化推進計画）を基本として、その市町村の
区域における無電柱化の推進に関する施策についての計画（以下この条において「市町村無電柱化推進計画」
という。）を定めるよう努めなければならない。 
３ 都道府県又は市町村は、都道府県無電柱化推進計画又は市町村無電柱化推進計画を定め、又は変更しよ
うとするときは、関係電気事業者（その供給区域又は供給地点が当該都道府県又は市町村の区域内にあるも
のに限る。）及び関係電気通信事業者（当該都道府県又は市町村の区域内において道路上の電柱又は電線を
設置し及び管理して電気通信事業法第百二十条第一項に規定する認定電気通信事業に係る電気通信役務を
提供するものに限る。）の意見を聴くものとする。 
４ 都道府県又は市町村は、都道府県無電柱化推進計画又は市町村無電柱化推進計画を定め、又は変更した
ときは、遅滞なく、これを公表するよう努めるものとする。 
第三章 無電柱化の推進に関する施策 
（国民の理解及び関心の増進） 
第九条 国及び地方公共団体は、無電柱化の重要性に関する国民の理解と関心を深めるよう、無電柱化に関
する広報活動及び啓発活動の充実その他の必要な施策を講ずるものとする。 
（無電柱化の日） 
第十条 国民の間に広く無電柱化の重要性についての理解と関心を深めるようにするため、無電柱化の日を
設ける。 
２ 無電柱化の日は、十一月十日とする。 
３ 国及び地方公共団体は、無電柱化の日には、その趣旨にふさわしい行事が実施されるよう努めるものと
する。 
（無電柱化が特に必要であると認められる道路の占用の禁止等） 
第十一条 国及び地方公共団体は、災害の防止、安全かつ円滑な交通の確保、良好な景観の形成等を図るた
めに無電柱化が特に必要であると認められる道路について、道路法（昭和二十七年法律第百八十号）第三十
七条第一項の規定による道路の占用の禁止又は制限その他無電柱化の推進のために必要な措置を講ずるも
のとする。 
（電柱又は電線の設置の抑制及び撤去） 
第十二条 関係事業者は、社会資本整備重点計画法（平成十五年法律第二十号）第二条第二項第一号に掲げ
る事業（道路の維持に関するものを除く。）、都市計画法（昭和四十三年法律第百号）第四条第七項に規定す
る市街地開発事業その他これらに類する事業が実施される場合には、これらの事業の状況を踏まえつつ、電
柱又は電線を道路上において新たに設置しないようにするとともに、当該場合において、 
現に設置し及び管理する道路上の電柱又は電線の撤去を当該事業の実施と併せて行うことができるときは、
当該電柱又は電線を撤去するものとする。 
（調査研究、技術開発等の推進等） 
第十三条 国、地方公共団体及び関係事業者は、電線を地下に埋設する簡便な方法その他の無電柱化の迅速
な推進及び費用の縮減を図るための方策等に関する調査研究、技術開発等の推進及びその成果の普及に必要
な措置を講ずるものとする。 
（関係者相互の連携及び協力） 
第十四条 国、地方公共団体、関係事業者その他の関係者は、無電柱化に関する工事（道路上の電柱又は電
線以外の物件等に係る工事と一体的に行われるものを含む。）の効率的な施工等のため、相互に連携を図り
ながら協力しなければならない。 
（法制上の措置等） 
第十五条 政府は、無電柱化の推進に関する施策を実施するため必要な法制上、財政上又は税制上の措置そ
の他の措置を講じなければならない。 
附 則 
（施行期日） 
１ この法律は、公布の日から施行する。 
（無電柱化の費用の負担の在り方等） 
２ 無電柱化の費用は、無電柱化に係る事業の特性を踏まえた国、地方公共団体及び関係事業者の適切な役
割分担の下、これらの者がその役割分担に応じて負担するものとするとともに、政府は、第十三条に定める
もののほか、無電柱化を円滑かつ迅速に推進する観点から、無電柱化の費用の縮減を図るための方策その他
の国、地方公共団体及び関係事業者の負担を軽減するための方策について検討を加え、その結果に基づいて
必要な措置を講ずるものとする。 
附 則 （令和二年六月一二日法律第四九号） 抄 
（施行期日） 
第一条 この法律は、令和四年四月一日から施行する。  
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東京都無電柱化推進条例（平成二十九年東京都条例第五十八号） 
目 次  
 第一章 総則（第一条―第六条）  
 第二章 東京都無電柱化計画（第七条）  
 第三章 無電柱化の推進に関する施策（第八条―第十二条）  
 附 則  
第一章 総則  
（目的）  
第一条 この条例は、都市防災機能の強化、安全で快適な歩行空間の確保及び良好な都市景観の創出を図る
ため、無電柱化の推進に関し、基本理念を定め、東京都（以下「都」という。）及び関係事業者の責務等を明
らかにし、並びに都の区域における無電柱化の推進に関する計画（第七条において「東京都無電柱化計画」
という。）の策定その他の必要な事項を定めることにより、無電柱化の推進に関する施策を総合的、計画的
かつ迅速に推進することを目的とする。  
（定義）  
第二条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところによる。  
 一 無電柱化 電線を地下に埋設することその他の方法により、電柱（鉄道及び軌道の電柱を除く。以下同
じ。）又は電線（電柱によって支持されるものに限る。第十一条を除き、以下同じ。）の道路上における設置
を抑制し、及び道路上の電柱又は電線を撤去することをいう。  
 二 道路 道路法（昭和二十七年法律第百八十号）第二条第一項に規定する道路で、都が管理するものをい
う。  
 三 関係事業者 道路上の電柱又は電線の設置又は管理を行う事業者をいう。  
 四 関係電気事業者 関係事業者のうち、電気事業法（昭和三十九年法律第百七十号） 
第二 条第一項 第九号 に規定す る一般 送配電事 業者又は 同項第 十三号 に規定す る特定送配電事業
者であるものをいう。  
 五 関係電気通信事業者 関係事業者のうち、電気通信事業法（昭和五十九年法律第八十六号）第百二十条
第一項に規定する認定電気通信事業者であるものをいう。  
（基本理念）  
第三条 無電柱化の推進は、無電柱化の重要性について都民の理解と関心を深めつつ、行われるものとする。  
２ 無電柱化の推進は、都、区市町村（特別区及び市町村をいう。以下同じ。）及び関係事業者の連携並びに
都民の協力の下に行われなければならない。  
３ 無電柱化の推進は、地域住民の意向を踏まえつつ、良好な街並みの形成に資するよう行われなければな
らない。  
（都の責務）  
第四条 都は、前条の基本理念にのっとり、無電柱化の推進に関する施策を総合的、計画的かつ迅速に策定
し、及び実施する責務を有する。  
（関係事業者の責務）  
第五条 関係事業者は、第三条の基本理念にのっとり、電柱又は電線の道路上における設置の抑制及び道路
上の電柱又は電線の撤去を行うとともに、無電柱化の推進に資する技術の開発を行う責務を有する。  
（都民の協力）  
第六条 都民は、無電柱化の重要性について理解と関心を深めるとともに、都が実施する無電柱化の推進に
関する施策に協力するよう努めなければならない。  
第二章 東京都無電柱化計画  
（東京都無電柱化計画）  
第七条 知事は、無電柱化の推進に関する施策の総合的、計画的かつ迅速な推進を図るため、東京都無電柱
化計画を定めなければならない。  
２ 知事は、東京都無電柱化計画を定め、又は変更しようとするときは、区市町村が実施する無電柱化の推
進に関する施策を反映するなど、区市町村と連携を図るものとする。  
３ 東京都無電柱化計画は、次に掲げる事項について定めるものとする。  
 一 無電柱化の推進に関する基本的な方針  
 二 無電柱化の推進に関する目標  
 三 無電柱化の推進に関する施策  
 四 前各号に掲げるもののほか、無電柱化の推進に関する施策を総合的、計画的かつ迅速に推進するために
必要な事項  
４ 知事は、東京都無電柱化計画を定め、又は変更しようとするときは、関係電気事業者、関係電気通信事
業者及び都民の意見を聴かなければならない。  
５ 知事は、東京都無電柱化計画を定め、又は変更したときは、遅滞なく、これを公表するものとする。  
 第三章 無電柱化の推進に関する施策  
（都民の理解及び関心の増進）  
第八条 都は、無電柱化の重要性に関する都民の理解と関心を深めるよう、無電柱化に関する広報活動及び
啓発活動の充実その他の必要な施策を講ずるものとする。  
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（道路の占用の禁止等）  
第九条 都は、都市防災機能の強化、安全で快適な歩行空間の確保及び良好な都市景観の創出を図るために、
道路について、道路法第三十七条第一項の規定による道路の占用の禁止又は制限その他無電柱化の推進のた
めに必要な措置を講ずるものとする。  
（電柱又は電線の設置の抑制及び撤去）  
第十条 関係事業者は、社会資本整備重点計画法（平成十五年法律第二十号）第二条第二項第一号に掲げる
事業（道路の維持に関するものを除く。）、都市計画法（昭和四十三年法律第百号）第四条第七項に規定する
市街地開発事業その他これらに類する事業が実施される場合には、これらの事業の状況等を踏まえつつ、電
柱又は電線を道路上において新たに設置しないものとする。  
２ 関係事業者は、前項の場合において、現に設置し、又は管理する道路上の電柱又は電線の撤去を当該事
業の実施と併せて行うことができるときは、当該電柱又は電線を撤去するものとする。  
（調査研究、技術開発等の推進等）  
第十一条 都及び関係事業者は、電線を地下に埋設する簡便な方法その他の無電柱化の迅速な推進及び費用
の縮減を図るための方策等に関する調査研究、技術開発等の推進及びその成果の普及に必要な措置を講ずる
ものとする。  
（関係者相互の連携及び協力）  
第十二条 都、関係事業者その他の関係者は、無電柱化に関する工事（道路上の電柱又は電線以外の物件等
に係る工事と一体的に行われるものを含む。）の効率的な施行等のため、相互に連携を図りながら協力する
ものとする。  
附 則  
この条例は、平成二十九年九月一日から施行する。 
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道路法（昭和二十七年法律第百八十号）一部抜粋 
 
（道路の占用の禁止又は制限区域等） 
第三十七条 道路管理者は、次に掲げる場合においては、第三十三条、第三十五条及び前条第二項の規定
にかかわらず、区域を指定して道路（第二号に掲げる場合にあつては、歩道の部分に限る。）の占用を禁止
し、又は制限することができる。 
一 交通が著しくふくそうする道路又は幅員が著しく狭い道路について車両の能率的な運行を図るために
特に必要があると認める場合 
二 幅員が著しく狭い歩道の部分について歩行者の安全かつ円滑な通行を図るために特に必要があると認
める場合 
三 災害が発生した場合における被害の拡大を防止するために特に必要があると認める場合 
２ 道路管理者は、前項の規定により道路の占用を禁止し、又は制限する区域を指定しようとする場合に
おいては、あらかじめ当該地域を管轄する警察署長に、当該道路の占用を禁止し、又は制限しようとする
理由及び区域について協議しなければならない。当該道路の占用の禁止又は制限の区域の指定を解除しよ
うとする場合においても、同様とする。 
 
捕捉： 
・第三十三条：道路の占用の許可基準 
・第三十五条：国の行う道路の占用の特例 
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